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はじめに 

 

環境保全への関心の高まりを反映して、

ＣＶＭによる環境保全への支払意思額に関

する研究が増えている１，２。住民が表明す

る支払意思額（便益）の存在は、これらの

研究以外にも数多くあると予想される。ま

たその便益の金額の一部は、例えば、日本

の水環境保全を希望する、設楽ダム反対住

民訴訟運動の財政支援や立木トラストへの

参加などのような形で、顕在化すると考え

られる。今後、大半の「中流層」からのま

とまった資金が、どう展開していくかわか

らないという筋書きのなさからくる面白さ

も持つ「環境保全に関する活動」に流入す

ることが予測され、その具体的な活動とそ

の資金に関する分析が求められる。本研究

では、活動の一例としての住民運動ビジネ

スに着目しその将来性について考察する。 

 

１．ゆらぐ水道法１条 

 

水道法 1 条の「清浄にして豊富低廉」３、

４の水の供給という目的の「豊富低廉」とい

う部分にゆらぎ５が生じている。水道水質の

改善の便益の存在６や自治体の水道水のペ

ットボトルでの販売の事例を見てもわかる   

ように高料金でもうまい水を求めている傾 

 

向がうかがえる。 

また豊富という点についても社会がはた

してそれを望んでいるかどうかは、疑問で

ある。例えば愛知県の設楽ダムの家事用水

や都市活動用水の供給計画である。筆者は

ダムの給水区域の１都市である豊橋市に移

り住んで今年で 15 年たつが、水で苦労した

ことは１回もない。また現状より水を沢山

使えるからと言って生活が楽しくなること

も、日常の暮しの実感として、全く考えら

れない。余分な水を、具体的に何に使えと

いうのか。上下水道料金や税制を操作し何

の楽しみもない浪費を奨励させるという政

策につながる危険性がある。財の量が増大

すれば効用が増大するという経済学の原理

は、ここでは幻想であり、これらの不完全

な科学に支配されると不必要な人工物を生

み出す大きな原因となる。 

「清浄」は水の質的側面を示しており今

後は特に重要となる。浄水の濾過方式では、

コスト面などから急速濾過方式が採用され

る場合もあるが、おいしい水を考えれば、

たとえ高価でも緩速濾過方式７に転換すべ

きである。また設楽ダムに限って言えば、

ダムによる洪水防止の効果も少なく、さら

に豊川の下流の三河湾への影響も懸念され

ている８。工業用水も農業用水も設楽ダムが

なくても問題ないといわれている８。
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２．ダム開発以外の政策の選択  

 

ダム計画を景気対策として考えても、設

楽ダム開発の費用便益分析がなされておら

ず、政策の中でなぜダムを選ぶのかという

定性的な説明でさえも十分になされていな

い。水使用や洪水減少の便益以外の、ダム

の作り出す人工的な環境の便益も考えてお

く必要もある。しかし、例えばダム湖の景

観９（観光のスポットになること）などを主

張する時にも、その便益についても明らか

にする必要がある。 

また政策の中で、設楽町の水環境を保全

し、豊川の下流の地域の水価格を操作して

需要量を抑制するという代替案もあってよ

い。当然水以外の財の価格、そして所得へ

の影響を考察する一般均衡分析１を行う必

要があるが、環境問題への意識の高まりを

考えると、所得が少しくらい減っても、日

本の水環境を守るという政策を国民が支持

する可能性を否定できない。経済（成長）

と環境保全の両立だけを求めているという

通念も見つめ直す必要がある。 

当然のことながら設楽町における日本の

水環境保全の便益も計測されていない。設

楽町には、天然記念物で絶滅危惧種８，１０の

ネコギギという生物の棲む寒狭川がある。

ダムができるとこの川は壊される。この寒

狭川の保全の便益は大きいと予想されるに

もかかわらず、全く評価されていない。さ

らに寒狭川以外の日本の川ではあるが、そ

の保全の便益が存在するという研究情報さ

え、住民に向けて開示されていない。 

これらの研究がなされないまま実施され

る設楽ダム計画は「穴ほって穴うめる」と

いう公共事業より、環境破壊する分だけ、

より劣悪という批判に反論できない。 

 

３．住民運動ビジネスの提案 

 

以上、設楽町における日本の水環境に関

わる政策について述べてきたが、今後はそ

れらの政策に頼り切らず、住民サイドから

自発的に活動を展開することも考えられる。

とはいっても、現実問題として、交通の便

の悪い設楽町における、住民運動サイドか

らの、村おこしに関する環境学習プログラ

ムには、現状では投資しづらいと考える。 

資金は、設楽町における現実の環境資源

の利用価値ではなく、ダム問題が生じると

いう情報から生まれる自然の水環境保全と

いう存在価値１１に向かうと思われる。すな

わち、「環境問題を議論すること」に価値を

置くようになるのではないか。 

住民運動という活動は、「討論会」を主催

して会費を集める。討論の場所は設楽町に

は限らないが、設楽町は話題提供の地域と

して資金の一部を徴収できるとする。討論

の開催場所では、住民運動側が選ぶ有識者

を講師として講演してもらい議論する。そ

の機会の場、すなわち、政策の経済評価等

社会や環境の問題を考えられるといった知

的な刺激に資金が集まるようになると考え

る。あたらしい知見があればなおさらであ

る。この情報には、設楽ダムなどの環境問

題に対する、行政の取り組みの実態、水環

境保全の便益計測など、社会工学にとって

興味深い研究対象が含まれる。 

 

４．住民運動ビジネスと破壊工学 

 

住民運動は、ダム等の環境紛争が終結し
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た場合でも存続させることができる。例え

ばダム建設が中止になった時は、その環境

紛争の歴史は、社会工学の題材として、話

題を提供できる。また仮にダムが建設され

ても、費用便益分析の事後評価を通じて、

必要があれば「破壊工学」を議論すること

ができる。前述のように不完全な科学に支

配されると、不必要な人工物が生まれるこ

とになる１２。 

現代社会は、このような不必要な人工物

にあふれており、人工物に抑圧されて人間

が苦しそうに生きているという認識に立て

ば、人工物の整理手法の研究が望まれてい

ると考えられる。この整理手法の一つが、

「破壊工学」であり、これはいかにして、

不必要な人工物を安全に壊してもとの自然

の状態に戻すかという研究分野で、おくれ

ていると考えられる。「いったんつくったら

もうもとにはもどれない」、「いったん環境

を破壊するともとの状態に復元できない」

という通念を見直す方向の研究である。 

末石は、道具を使う人（ホモファーベル）

は進歩したが、ものを処理する人（ホモデ

イスポーザル）はおくれている１３という。

解体、処理などを考える破壊工学はおくれ

ているといえる。 

この破壊工学やダム破壊が促進するには

条件がある。それは、水環境の復元をひき

かえに、良質だが水供給量は低下するとい

う水資源に対応する水価格の高料金政策や、

洪水対策（洪水地域の住民の移転費用負担）

等を社会が受け入れる必要がある。    
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